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令和６年度大和高田市健全化判断比率及び資金不足比率審査意見 
 

第１ 審査の概要 

市長から提出された健全化判断比率及び資金不足比率並びにその算定の基礎となる事項を記載した

書類が関係法令に基づき適正に作成され、かつ、健全化判断比率及び資金不足比率が正確に算定され

ているかどうかを主眼として審査を行った。 

 

第２ 審査の期間 

令和７年８月１日 ～ 令和７年８月２０日 

 

第３ 審査の結果 

１ 総合意見 

審査に付された下記の健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類は、いず

れも適正に作成されているものと認められた。 

 

記 

 

(１) 健全化判断比率 

（単位：％） 

比 率 名 令和６年度 令和５年度 令和４年度 
対前年度 

増減 
早期健全化基準 

実質赤字比率 － － － － 12.70 

連結実質赤字比率 － － － － 17.70 

実質公債費比率 5.6 5.7 6.4 △0.1 25.0 

将来負担比率 40.0 25.4 25.2 14.6 350.0 

   

（注）「－」の表示は、赤字がないことを表している。 

(２) 資金不足比率 

（単位：％） 

公 営 企 業 名 令和６年度 令和５年度 令和４年度 
対前年度 

増減 
経営健全化基準 

病院事業会計 － － － － 20.0 

水道事業会計 － － － － 20.0 

下水道事業会計 － － － － 20.0 

 

（注）「－」の表示は、赤字がないことを表している。 
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第４ 算定方法の概要                            （単位：千円） 

１ 健全化判断比率 

① 実質赤字比率 

○一般会計等（普通会計相当）を対象とした実質収支赤字額の標準財政規模に対する比率 

  【 △135,800 】   

実質赤字比率 

【 △0.84％ 】 
＝ 

一般会計等の実質収支赤字額    

× 100 

標準財政規模 

  【 16,150,488 】   

 

② 連結実質赤字比率 

○全会計の実質収支赤字額の標準財政規模に対する比率 

  【 △1,614,242 】   

連結実質赤字比率 

【 △9.99％ 】 
＝ 

全会計の実質収支赤字額 
× 100 

標準財政規模 

  【 16,150,488 】   

 

③ 実質公債費比率 

○一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率 

                                          【 863,284 】   

実質公債費比率 

（３ か年平均） 

【 5.6％ 】 
＝ 

元利償還金＋準元利償還金－特定財源－基準財政需要額算入額 
× 100 

標準財政規模 － 普通交付税の基準財政需要額算入額 

Ｒ４（ 5.66％） 

Ｒ５（ 5.16％） 

Ｒ６（ 5.99％） 

 【 14,416,461 】   

 

④ 将来負担比率 

○一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率 

 

  【 5,770,141 】   

将来負担比率 

【 40.0％ 】 
＝ 

将来負担額－（充当可能基金額 ＋ 特定財源額 ＋ 基準財政需要額算入額） 

× 100 

標準財政規模 － 普通交付税の基準財源需要額算入額 

  【 14,416,461 】   
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２ 資金不足比率 

○公営企業を対象とした政令で定める資金不足額の政令で定める公営企業の事業規模に対する比率 

① 病院事業会計 

  
【 △116,125 】 

  

資金不足比率 

【△1.4％】 
＝ 

資 金 不 足 額 
× 100 

事 業 規 模 

  【 8,165,548 】   

 

② 水道事業会計 

  
【 △1,652,967 】 

  

資金不足比率 

【△110.6％】 
＝ 

資 金 不 足 額 

× 100 

事 業 規 模 

  【 1,494,423 】   

 

③ 下水道事業会計 

  
【 0 】 

  

資金不足比率 

【0.0％】 
＝ 

資 金 不 足 額 

× 100 

事 業 規 模 

  【 384,538 】   

  

※下水道事業会計において、流動負債と流動資産の差額△1,610 千円が発生しているが、 

全て解消可能資金不足額であるため、資金不足額は 0 円としている。 
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第５ 審査の意見 

以上が令和６年度大和高田市健全化審査結果であるが、いずれの指標においても、早期健全化基準を下回っ

ている。しかしながら、いずれの指標も徐々に悪化傾向にあり、楽観視はできない状況である。 

実質赤字比率においては、本年度は△0.84％で前年度△0.79％から 0.05％良化している。主な要因として、一

般会計等の実質収支額が前年度よりも 9,012千円増加したことが挙げられる。 

連結実質赤字比率においては、本年度は△9.99％で前年度△18.24％から 8.25％悪化している。主な要因とし

て、後期高齢者医療保険事業以外の全ての特別会計において実質収支額が前年度よりも 77,251 千円減少したこ

とに加え、公営企業会計の剰余金が前年度よりも 1,217,954千円減少したことが挙げられる。 

実質公債費比率においては、本年度は３か年平均では 5.6％で前年度 5.7％から 0.1％良化している。単年度数

値で見ると 5.99％で前年度 5.16％から 0.83％悪化している。主な要因として、企業会計等の準元利償還金が前

年度よりも 24,176 千円増加しているものの、一般会計等の市債償還などが前年度より 21,877 千円減少し、また、

標準財政規模が 254,408千円増加していることが挙げられる。 

将来負担比率においては、本年度は 40.0％で前年度 25.4％から 14.6％悪化している。主な要因として、ごみ処

理施設建設に係る一般廃棄物処理事業債など一般会計等の地方債現在高が 3,758,680 千円、企業会計等の準

元利償還金繰出見込額が 377,166千円、退職手当負担見込額が 16,566千円それぞれ前年度よりも増加したこと

により、将来負担額が 4,125,445 千円増加したことが挙げられる。なお、将来負担額から控除する充当可能基金額、

特定財源、基準財政需要額算入見込額なども1,929,791千円増加したが、将来負担額の増加割合が大きいため、

前年度よりも悪化となった。 

経常収支比率に着眼してみると、本年度は 99.8％で前年度 98.2％から 1.6％悪化している。主な要因として、人

件費や扶助費など義務的経費の増加が挙げられる。今後は、新庁舎建設事業債などの償還が始まることや、大規

模かつ長期的な公共施設整備事業が控えており、将来負担の増加が見込まれるため、経営指標や経営収支比率

は厳しくなることが予想される。歳出の削減及び抑制だけでなく、寄附金等の自主財源の収入増につながるような

施策や事務事業の精査に取り組まれたい。 

資金不足比率は、いずれも経営健全化基準値を下回っているが、前年度より病院事業会計で 14.0％、水

道事業会計で 2.6％、下水道事業会計で 8.9％悪化している。この要因として、収益は増加しているものの、

人件費の増加や物価高騰による経費の増加で、費用の伸び率が高いことが挙げられる。また、一部の会計で

は他会計や市中銀行からの借入金に依存しており、健全な経営とは言い難い。安定した経営基盤の確立を

目指し、経営健全化の取組みを強化されたい。 

以上、健全化判断比率及び資金不足比率の審査について意見を述べたが、引き続き、経常収支比率の抑制に

も配慮した効率的で健全な行財政運営に取り組まれ、今後の行政課題に対応されるよう要望する。 


